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「 普天間飛行場の危険性除去と海兵隊のグアム移転」 

    伊波洋一（宜野湾市長） 

 

１．海兵隊のグアム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な

部隊が一体的にグアムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。 

 

●  「再編実施のための日米のロードマップ」(2006 年 5 月 1 日)は次の通り。 

「約 8000 名の第 3 海兵機動展開部隊の要員と、その家族約 9000 名は、部隊

の一体性を維持するような形で 2014 年までに沖縄からグアムに移転する。

移転する部隊は、第 3 海兵機動展開部隊の指揮部隊、第 3 海兵師団司令部、第 3 海兵後方

群（戦務支援群から改称）司令部、第 1海兵航空団司令部及び第 12海兵連隊司令部を含む。」 

「沖縄に残る米海兵隊の兵力は、司令部、陸上、航空、戦闘支援及び基地

支援能力といった海兵空地任務部隊の要素から構成される。」 

同時に、Ⅴ字型の 1800 メートルの滑走路を持つ普天間飛行場代替施設についても

2014 年までの建設の完成を目標とすることが合意された。 

 

●  2006 年 7 月に、米太平洋軍司令部は、「グアム統合軍事開発計画」を策定

し、同年９月にホームページに公開した。その中で「海兵隊航空部隊と伴に

移転してくる最大６７機の回転翼機と９機の特別作戦機ＣＶ－２２航空機

用格納庫の建設、ヘリコプターのランプスペースと離着陸用パッドの建設」

の記述。すなわち普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊はグアムに移転するとされ

た。宜野湾市では、この開発計画を 2006 年 9 月公開と同時に入手して翻訳

して市ホームページ上で公開した。 

 

●  この「グアム統合軍事開発計画」について、宜野湾市としては普天間基地

の海兵隊ヘリ部隊がグアムに移転する計画であるとしてきたが、前メア米国

沖縄総領事は、紙切れにすぎないと言い、司令部機能だけがグアムに行くの

だと主張した。しかし、この三年間この計画に沿ってすべてが進行しており、

2009 年 11 月 20 日に、同計画に沿った「沖縄からグアムおよび北マリアナ・

テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価／海外環境影響評価書ドラフト」が

公開された。ドラフトは、９巻からなり、約 8100 ページに及ぶが，概要版

(Executive Summary)、及び第二巻「グアムへの海兵隊移転」と第三巻「テ

ニアンへの海兵隊訓練移転」において、沖縄からの海兵隊移転の詳細が記述

されている。海兵隊ヘリ部隊だけでなく、地上戦闘部隊や迫撃砲部隊、補給

部隊までグアムに行くことになっている。 
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●  2009 年 11 月 20 日に公表された「沖縄からグアムおよび北マリアナ・テニ

アンへの海兵隊移転の環境影響評価／海外環境影響評価書ドラフト」による

とグアムのアンダーセン航空基地のノースランプ地区に海兵隊回転翼部隊

としてＭＶ－２２オスプレイ２個中隊２４機を含めＣＨ５３Ｅ大型ヘリ４

機、ＡＨ－１小型攻撃ヘリ４機、ＵＨ－１小型多目的ヘリ３機の合計３７機

が配備される。うちひとつのMV-22オスプレイ中隊がMEU構成と予想される。

MEU 構成の中型ヘリ中隊にはＣＨ５３Ｅ、ＡＨ１、ＵＨ１が追加される。ち

なみに、現在、普天間基地にはヘリ３６機が駐留している。 

 環境影響評価／海外環境影響評価書ドラフトの騒音評価で回転翼機の飛行

訓練として常駐の MV-22 オスプレイ中隊１２機と CH53E 大型ヘリ４機、AH-1

小型攻撃ヘリ４機、UH-1小型多目的ヘリ３機が年間１９，２５５回の飛行回

数を増やすとされている。 

このオスプレイ中隊は、Assault Transport(強襲輸送)とされており、Ｍ

ＥＵの乗り込む強襲揚陸艦エセックス(USS Essex)を Amphibious Assault 

Ship と呼ぶので MEU 構成中隊と予想できる。 

 

●  2009 年 11 月 20 日の「沖縄からグアムおよび北マリアナ・テニアンへの

海兵隊移転の環境影響評価／海外環境影響評価書ドラフト」は、2002 年か

らの地球規模で海外米軍基地を削減する基地見直しにより、太平洋地域の

米軍再配置で国防総省は沖縄の海兵隊の適切な移設先をグアムとしたこと

を明らかにしている。 

そして 2010QDR(４年毎の国防見直し)は、おける安全保障に係る活動のハ

ブにする、としている。すなわち、2014 年以降は、グアムが西太平洋での

海兵隊の拠点になり、当然、西太平洋の米同盟国との合同演習に参加する

現在の普天間海兵航空基地の役割もアンダーセン基地のノースランプに移

っていく。 

 

●  2007 年 7 月に沖縄本島中部の１０市町村長でグアム調査し、グアム州政府 

から説明された資料に、移転を想定している海兵隊部隊として３１st 

Marine Expeditionary Unit ・第３１海兵遠征部隊 2000 人があった。同資

料では、アプラ港に接岸桟橋を建設する強襲揚陸 USS Essex やドック型揚

陸 USS Juneau、USS Germantown、USS Fort McHenry などの海兵隊戦

艦が海兵遠征部隊 31MEU と共に来ることが説明されている。 

   このことから、グアムに来る 37 機の回転翼機には、31MEU のヘリ部隊で 

ある普天間の海兵航空ヘリ部隊が含まれると推察できる。 
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● 2007 年 7 月に、沖縄本島中部の１０市町村長でグアム調査を行った。その

際に、グアムのアンダーセン空軍基地副司令官に沖縄の海兵隊航空部隊の施

設建設予定地を案内され「６５機から７０機の海兵隊航空機が来ることにな

っているが、機数については動いていて確定していない」との説明を受けた。 

 

● 2008 年 9 月 15 日に、海軍長官から米国下院軍事委員会議長に国防総省グア

ム軍事計画報告書として「グアムにおける米軍計画の現状」が報告された。

その中で沖縄から移転する部隊名が示されており、沖縄のほとんどの海兵隊

実戦部隊と、岩国基地に移転予定の KC130 空中給油機部隊を除いて、ヘリ部

隊を含め普天間飛行場のほとんどの関連部隊がグアムに行くと示された。沖

縄に駐留する第３海兵遠征軍で図示すると黄色で表示した部隊。 
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● 2006 年 5 月の「再編実施のための日米のロードマップ」で、「約 8000 名の

第 3 海兵機動展開部隊の要員と、その家族約 9000 名は、部隊の一体性を維持

するような形で 2014 年までに沖縄からグアムに移転する。」とされた。沖縄

の海兵隊の家族数が 9000 人を超えたことは、1972 年の沖縄返還後３８年間で

4年間しかなく、9000人はこれまでの海兵隊家族数の最大の時の人数であり、

現状は 8000 人に満たない。家族を伴う常駐部隊はすべてグアムに移転すると

考えられる。普天間の中型ヘリ部隊は家族を伴う常駐部隊であるから、グア

ムに移転すると考えるのが妥当。 

 

● 2009 年 6 月 4 日に米国海兵隊司令官ジェイムズ・コンウェイ大将が上院軍

事委員会に「米国海兵隊の軍事態勢」に関する報告書を提出し、沖縄からグ

アムへの海兵隊の移転を評価して次のように記述している。 

 

 Defense Policy Review Initiative (DPRI) 日米再編協議の重要な決定事項

の一つは、約８０００人の海兵隊員の沖縄からグアムへの移転である。これ

は、沖縄で海兵隊が直面している、民間地域の基地への侵害(encroachment)

を解決するためのものである。 

 

グアム移転により、アジア･友好同盟国との協働、アメリカ領土での多国

籍軍事訓練、アジア地域で想定される様々な有事へ対応するのに有利な場

所での配備、といった新しい可能性が生まれる。 

 

適切に実施されれば、グアムへの移転は即応能力を備えて前方展開態勢

を備えた海兵隊戦力を実現し、今後５０年間にわたって太平洋における米

国の国益に貢献することになる。 

グアムや北マリアナ諸島での訓練地や射撃場の確保が、海兵隊のグアム

移転の前提であり必須条件である。 

 

   補足説明：侵害(encroachment) は、米国内での住民地域と基地の関係を

表現するときによく使われる表現である。既存の基地が不動

産開発などによって住宅地等が接近してくることで、基地の

活動に支障をきたすことに繋がり、基地への脅威となる状況。 
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２．海兵遠征部隊 31MEU が沖縄に駐留していないと台湾や韓国に１日で展開で

きないので抑止力の致命傷になると主張する学者や評論家、政治家がいるが、

素人の国民をだます真っ赤な嘘。 
 
● 31MEU は、1 年の半分は沖縄におらず、佐世保の強襲揚陸艦エセックス等に
載って西太平洋の同盟国での演習に参加している。 

 
● 2006 年の普天間飛行場ヘリ部隊の海外派遣資料によると、1 月から 5 月の 5
ヶ月で約 3 ｹ月は、グアム、フィリピン、韓国、タイの海外演習・訓練に出て
いた。さらに、9 月下旬から 11 月下旬まで米比合同訓練のためエセックスに
載ってフィリピンに出ていた。（添付資料１）参照 

 
● 31MEU の重要な役割は、佐世保の強襲揚陸艦エセックスなどの海兵隊艦船と、

西太平洋での米国の同盟国(韓国、フィリピン、タイ、オーストラリア)との
安全保障条約を実証するために、毎年定期的に同盟国を訪れて合同演習や合
同訓練を実施することである。 

 
 フィリピン・・・バリタカン (対テロ訓練)     第 3海兵遠征旅団 
         タロンビジョン(米比合同演習)  第 3海兵遠征旅団 

水陸両用上陸演習 
 タ   イ・・・コブラゴールド(米タイ合同訓練) 第 3海兵機動展開部隊 
 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ・・ﾌﾘｰﾀﾞﾑ･ﾊﾞｰﾅｰ･ｸﾛｺﾀﾞｲﾙ(米豪合同訓練) 第 3海兵遠征旅団 
         タリスマンセーバー(米豪合同訓練)第 3海兵機動展開部隊 
 韓   国・・・フォールイーグル(米韓合同訓練) 第 3海兵機動展開部隊 
 
演習から帰還の車両陸揚げ公開／沖縄の米海兵隊(2009/08/12 四国新聞社)                 

在沖縄米海兵隊の第３１海兵遠征部隊（３１ＭＥＵ）が１２日、オーストラリア軍との合同演習を終えて米海軍 
 ホワイトビーチ（沖縄県うるま市）に帰還し、水陸両用艇で軍用車両を陸揚げする作業を共同通信に公開した。       

 ３１ＭＥＵは、在日米軍再編で沖縄の海兵隊員約８千人がグアムへ移転後も、沖縄に残る部隊。隊員約２２００人
は７月にオーストラリアで合同軍事演習「タリスマン・セーバー」に参加し、上陸作戦や市街地戦闘の訓練を実施し
た後、米海軍佐世保基地（長崎県）を母港とする強襲揚陸艦エセックスや揚陸艦デンバーで帰還した。エセックス搭
載のホーバークラフト型揚陸艇（ＬＣＡＣ）３隻が、水しぶきを上げながらホワイトビーチに上陸。 
沖合に停泊するエセックスから載せてきた、迷彩色の装甲車などを、次々に陸地に揚げた。揚陸艦に搭載され演習に

同行したヘリコプターも、物資搬送に飛び交った。 

 海兵隊によると、３１ＭＥＵは例年、韓国やフィリピン、タイなどの各軍との演習や訓練にも参加。隊
員たちは佐世保配備の揚陸艦に乗り、１年の半分程度は沖縄を離れて活動しているという。 

 

● 西太平洋の同盟国演習への出発地は、2014 年に沖縄からグアムに代わる。 

  2010 年の QDR(４年毎の国防見直し)は、グアムを西太平洋地域における  

安全保障活動のハブとする、としている。 
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３．なぜ、司令部だけがグアムに行くとされてきたのか。 

 

理由は、1996 年のＳＡＣＯ合意だった海兵隊ヘリ部隊の辺野古移転のイメー

ジを基にした国会審議での答弁や、米国政府関係者の意図的な「発言」だけが

報道され、2006 年 5 月の「再編実施のための日米ロードマップ」合意に基づい

て太平洋米軍司令部が策定した「グアム統合軍事開発計画」と実行されている

同計画に基づく環境影響評価などの「事実」は報道もされず、検証もされなか

ったことによる。 

日本政府は、意図的に同計画について米国に照会することをせず、日米両政

府は「グアム統合軍事開発計画」について｢正式な決定ではない｣として詳細は

未定と押し通してきた。その結果、国会での答弁や日米政府関係者の発言は、「グ

アム統合軍事開発計画」について踏み込まず、2005 年 10 月の「日米同盟：未来

のための変革と再編」の合意の時点に固定されたままになった。結果的に、「発

言や答弁」の報道に終始するマスコミの報道も同様となり、現在進行している

「事実」は、国会議員にも政府関係者にも、国民にも共有されていない。 

 

「日米同盟：未来のための変革と再編」（2005 年 10 月）の記述 

   〇 第３海兵機動展開部隊(ⅢMEF)司令部はグアム及び他の場所に移転

され、また、残りの在沖縄海兵隊部隊は再編されて海兵機動展開旅

団(MEB)に縮小される。この沖縄における再編は、約 7000 名の海兵

隊将校及び兵員、並びにその家族の沖縄外への移転を含む。これら

の要員は、海兵航空団、戦務支援群及び第３海兵師団の一部を含む、

海兵隊の能力（航空、陸、後方支援および司令部）の各組織の部隊

から移転される。 

 

   （この時点でグアムへの全部移転は明確になっていない。約 7000 名は、

ハワイ、グアム、本土各地に分散配置を検討した模様。） 

 

「再編実施のための日米ロードマップ」（2006 年 5 月）の記述 

〇 約 8000 名の第 3海兵機動展開部隊の要員と、その家族約 9000 名は、

部隊の一体性を維持するような形で2014年までに沖縄からグアムに

移転する。 

〇 沖縄に残る米海兵隊の兵力は、司令部、陸上、航空、戦闘支援及び

基地支援能力といった海兵空地任務部隊の要素から構成される。 

 

  （第 3 海兵機動展開部隊全体が、沖縄からグアムに移転することになった。） 
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４. 最近の国会委員会での質疑及び参考人発言と政府答弁 
 

171-衆-外務委員会-7 号 平成 21 年 04 月 08 日 

○西原参考人 （財団法人平和・安全保障研究所理事長）（途中省略） 

  二番目の利点。沖縄に残る海兵隊の兵力は六千名から一万名となりますけれども、司令部、陸上、航空、

戦闘支援及び基地支援能力は残ることになります。グアムに移転するのは主として司令部機能でありまし

て、即応性の高い強力な実戦部隊は沖縄にとどまることになります。 

 

171-参-外交防衛委員会-9 号 平成 21 年 04 月 21 日 

○佐藤正久君 (途中省略) 沖縄からグアムの方に行く海兵隊の部隊の種類、これをお聞かせください。 

○政府参考人（梅本和義君） これは、沖縄からグアムに移る海兵隊につきましては、ロードマップにお

いても移転する部隊として、第三海兵機動展開部隊の指揮部隊、第三海兵師団司令部、第三海兵後方群、

これは戦務支援群から改称されたものでございますが、司令部、第一海兵航空団司令部及び第一二海兵連

隊司令部を含むということでございます。 

○佐藤正久君 要は、大きなⅢＭＥＦと言われる部分の司令部、その下の師団の司令部、その下の連隊の

司令部、後方支援連隊の司令部、そして航空兵団の司令部と、司令部機能の部分が移動するというロード

マップにおける理解だと思いますけれども、ということはやっぱり、昨日の実は委員会での視察において

も向こうから説明があったのは、今度は残る部隊はＭＥＦという機動展開部隊のレベルから二つ下のＭＥ

Ｂレベルに下がるんです、二つ下のＭＥＢに下がるんですという説明がございました。（途中省略）残る部

隊の主要なもの、これについてお聞かせください。 

○政府参考人（梅本和義君） 残る部隊の主要なものは、まさにＭＥＢ規模に再編されるわけでございま

すけれども、その中にキャンプ・ハンセン、キャンプ・シュワブにおりますこれは砲兵連隊それから歩兵

大隊等、それから普天間におります海兵隊の航空部隊、そういうようなもの、それからもちろんＭＥＢに

規模は縮小されますけれども、そのための司令部機能等を持ったもの、それから、やはりまだ縮小された

ものとして後方支援、兵たんを担当するユニットというものも残るというふうに承知をしております。 

 

171-参-外交防衛委員会-11 号 平成 21 年 05 月 12 日 

○参考人（川上高司君） 拓殖大学の川上でございます。（途中省略） 

 普天間基地には、ヘリ基地機能、それから空中給油の機能、緊急時の代替基地の機能の三つの機能があ

るわけですが、このうち、ヘリ基地機能、緊急時の代替基地機能は、大浦湾からキャンプ・シュワブ南岸

部地域の代替施設に移転されます。（途中省略） 

 次に、抑止力の維持という観点から申し上げます。これは、なぜ実戦部隊の第 31 海兵遠征隊、31ＭＥ

Ｕが残されたかということに対する答えになります。31ＭＥＵの想定される任務は、朝鮮半島危機、台湾

海峡への抑止と初動対応、対テロ作戦の実施、災害救助、民間人救出作戦などが考えられるわけでありま

す。31ＭＥＵは、最大四隻の強襲揚陸艦で出動し、歩兵大隊、砲兵大隊混成の航空部隊及びサポートグル

ープなどのエレメントで構成されるわけですが、各エレメントは平時は一つの駐屯地に集結しているわけ
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ではなく、緊急時になりましたら一つの部隊として集結し出動いたします。したがいまして、それぞれの

エレメントが離れた場合、集結するまでに時間が掛かり、即応性が低下してしまいます。また、特にヘリ

部隊の役割が大きく、歩兵とヘリを分散化することは困難になるわけであります。（途中省略）朝鮮半島有

事や台湾海峡有事の際の邦人救出作戦、他国の軍隊が宮古、石垣、尖閣などの先島諸島に上陸を試みよう

とする場合には、一日、二日の遅れが致命傷となるわけであります。したがいまして、31ＭＥＵが県外移

転された場合抑止効果は著しく低下することになるため、31ＭＥＵは日本の抑止力維持のために沖縄に駐

留する必要があるわけであります。（途中省略）このロードマップが決まりました当時、私は海兵隊司令部

でグッドマン海兵隊司令官にインタビューをしました。グッドマン海兵司令官は、抑止力を維持しながら

大幅な在沖縄海兵隊を削減せよとの難題を命じられて随分頭をひねった結果、実戦部隊を沖縄に残すこと

により抑止力を維持し、モビリティーのある司令部機能をグアムへ移転させることにより沖縄地元からの

負担軽減をするように決断したという具合に述べておりました。 

 

●指摘の MEB、31MEU の沖縄配備は困難 

 

 沖縄海兵隊の実戦投入部隊である第 31 海兵遠征部隊(31MEU)を沖縄に残

すことは困難ではないかと思う。「沖縄からグアムおよび北マリアナ・テニアン

への海兵隊移転の環境影響評価／海外環境影響評価書ドラフト」が公開された

「グアム統合軍事開発計画」は、アプラ海軍基地での海兵隊港湾施設整備計画

を包含しており、佐世保の強襲揚陸艦エセックス、ドック型揚陸艦ジュノー、

ドック型揚陸艦ジャマンタウン、ドック型揚陸艦フォートマックヘンリー、の

停泊施設も整備される。今回の沖縄からのグアムへの海兵隊の移転は、第３海

兵機動展開部隊、第３海兵師団、第１海兵航空団、第３海兵兵站群、第３海兵

遠征司令部群など、沖縄の主要な海兵隊要素の全体としてのグアム移転であり、

その隷下の部隊から選抜して編成する第３海兵遠征旅団や第３１海兵遠征隊は、

当然にグアムにおいて編成されて、アプラ軍港からエセックス、ジュノー、ジ

ャマンタウン、フォートマックヘンリーに乗り込むことになると思う。積み込

まれる装備も当然にグアムに移っており、アプラ軍港から積み込まれる。 

 

 2005 年 10 月の「日米同盟：未来のための変革と再編」では、第三機動展開

部隊司令部だけがグアムに移り、残りの沖縄海兵隊部隊は海兵機動展開旅団

(MEB)となる予定だったが、全体がグアムに移転するので旅団規模にはならずよ

り小規模となる。2014 年以降は、沖縄はグアムからの演習先として位置づけら

れるのではないか。 

 

 (沖縄に残るとされる海兵隊員定数は、今のところ空(から)定数であり、実働

部隊ではない) 
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５. それでは、辺野古沿岸に海兵隊飛行場を建設する必要があるのか。 

●普天間飛行場代替施設建設の経緯 

 1996 年 12 月 SACO 合意 (海上ヘリポート) 

(普天間飛行場のヘリ部隊が沖縄に留まることが前提) 

○ 普天間飛行場のヘリコプター運用機能を移すための撤去可能な 1300 メートル滑

走路を有する 1500 メートルの海上施設の建設。 

  ○ 岩国飛行場への 12 機の KC130 機の移駐。 

  ○ 普天間飛行場の航空機、整備及び後方支援に係る活動で、海上施設又は岩国飛行場

に移転されないものを支援するための施設を嘉手納飛行場に整備。 

 2002 年 7 月 SACO 合意に基づく沖合の軍民共用代替施設建設の閣議決定 

(普天間飛行場のヘリ部隊が沖縄に留まることが前提) 

○ 滑走路の数は 1 本、長さは、2,000 メートルとする。面積は最大約 184 ヘクター

ルとする。代替施設本体は、長さ約 2,500 メートル、幅約 730 メートルとする。 

○ 代替施設の建設は、埋立工法で行うものとする。 

○ 建設場所は、辺野古集落の中心（辺野古交番）から滑走路中心線までの最短距離

が約 2．2キロメートル。 

 2004 年 7 月、日米再編協議始まる。 

2004 年 8 月、米軍大型ヘリが宜野湾市内大学本館に墜落炎上。 

 2005 年 10 月「日米同盟：未来のための変革と再編」を 2+2 で合意 

(普天間飛行場のヘリ部隊を含め、海兵隊旅団が沖縄に留まることが前提) 

  ○ （日米）双方は、普天間飛行場代替施設は、普天間飛行場に現在駐留する回転翼

機が、日常的に活動をともにする他の組織の近くに位置するよう、沖縄県内に設

けなければならないと結論づけた。 

  ○ キャンプ・シュワブの海岸線の区域とこれに隣接する大浦湾の水域を結ぶＬ字型

に普天間代替施設を設置する。 

  ○ 滑走路及びオーバーラン合計の長さが 1800 メートル。格納庫、整備施設、燃料補

給用の桟橋及び関連設備は、大浦湾に建設される予定の区域に置かれる。 

○ SACO 岩国飛行場への移駐とされた KC130 は、鹿屋基地が優先して検討される。 

○ 緊急時に新田原基地及び築城基地の米軍の使用を強化。運用施設を整備。 

 2006 年 5 月「再編実施のための日米ロードマップ」を 2+2 で合意 

  （普天間飛行場のヘリ部隊を含めて沖縄の海兵隊はグアムへ移転する） 

○ 普天間飛行場代替施設を辺野古岬と隣接する大浦湾と辺野古湾の水域を結ぶ形で

設置し、Ｖ字型に配置される２本の滑走路はそれぞれ 1600 メートルの長さと２つ

の 100 メートルのオーバーランを有する。滑走路の長さは 1800 メートル。 

  ○ 普天間飛行場の能力を代替するために、新田原基地及び築城基地の施設整備。 

  ○ 民間施設の緊急時の使用を改善するために適切な措置。  （以上。） 
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 以上に、経過を述べたが、普天間飛行場代替施設建設が必要とされた理由は、

2005 年 10 月の「日米同盟：未来のための変革と再編」に記述されたように、 

 

（日米）双方は、普天間飛行場代替施設は、普天間飛行場に現在駐留する回転

翼機が、日常的に活動をともにする他の組織の近くに位置するよう、沖縄県

内に設けなければならないと結論づけた。 に尽きる。 

 

これまでも、普天間飛行場のヘリ代替施設は、地上部隊と連動して活動する以

上、地上部隊のいる地域から動かすことは困難であると国は説明してきた。 

 

平成 21 年 05 月 12 日の川上高司参考人の発言も同様な考え方である。 

○参考人（川上高司君） （拓殖大学海外事情研究所教授） 

31ＭＥＵは、最大四隻の強襲揚陸艦で出動し、歩兵大隊、砲兵大隊混成の航空部隊

及びサポートグループなどのエレメントで構成されるわけですが、各エレメントは平

時は一つの駐屯地に集結しているわけではなく、緊急時になりましたら一つの部隊と

して集結し出動いたします。したがいまして、それぞれのエレメントが離れた場合、

集結するまでに時間が掛かり、即応性が低下してしまいます。また、特にヘリ部隊の

役割が大きく、歩兵とヘリを分散化することは困難になるわけであります。 

 

  また、同参考人が「31ＭＥＵが県外移転された場合抑止効果は著しく低下るすことに

なるため、31ＭＥＵは日本の抑止力維持のために沖縄に駐留する必要があるわけでありま

す。」と述べているように、沖縄に 31ＭＥＵを駐留させなければ、抑止力維持が

できないとする考えも根強い。 

しかし、米国は、「グアム統合軍事開発計画」の実施は、日本のための抑止力

の強化に繋がることを力説している。沖縄海兵隊の要である第 31 海兵遠征部隊

(31MEU)についても、米国は当初からグアム移転の可能性をグアム準州政府に

示している。現在取り組まれている環境影響評価が認可されてグアム統合軍事

開発計画が実施されれば、31ＭＥＵはグアムに移ることになる。そのことを是

認して、海兵隊のグアム移転を沖縄の負担軽減につなげることが必要だ。 

 

 鳩山新政権は、辺野古代替施設建設が必要とされる前提が、2005 年 10 月の「日

米同盟：未来のための変革と再編」のまま、住民地域の飛行を避けるためのＶ

字型案の選択と沖合いへの 50～100 メートルの移動の議論に終始してきたこと

を見直し、2006 年 5 月の「再編実施のための日米ロードマップ」合意を、沖縄

の海兵隊がグアムへ移転する実像から検証して、普天間飛行場代替施設として

の辺野古新基地建設を見直し、建設を中止すべきである。 
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６. 「沖縄からグアムおよび北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響

評価／海外環境影響評価書ドラフト」（抜粋仮訳） 

http://www.guambuildupeis.us/documents 
２００９年１１月 環境影響評価／海外環境影響評価ドラフト 
グアム及び北マリアナ諸島軍事移転 

Executive_Summary 

 

（ＥＳ－３ページ） 

ＥＳ―３ 地球規模の戦略展望 

 

米国は、西太平洋地域で軍事力を維持し、米国と同地域の安全、経済・政治的利益に寄与

し、条約や同盟国との合意事項を履行している。 

 

グアムへの海兵隊移転 

 

太平洋地域での新しい安全保障環境に対応するため、総合的地球規模のプレゼンス及び基
地設置戦略（ＩＧＰＢＳ）と 4年ごとの基地見直し（ＱＤＲ）イニシアティブは、太平洋地

域での米軍態勢の再編に取り組んだ。これらのイニシアティブのひとつは、予測不可能な状況
がどこで起きても、柔軟で迅速な対応を可能にする場所に基地設置を目指し、同時に海外の
米軍基地を削減しようというものであった。太平洋地域の米軍再配置と作戦上の再編に関す
るＱＤＲの勧告に基づき、国防総省は沖縄の海兵隊の適切な移設先を（１）条約や同盟上の要
件（２）紛争の可能性がある場所への配備時間（３）活動の自由（規制のかからない基地使用）
の条件を満たす場所に求めた。 

 

２００２年１２月に開始されたＩＧＰＢＳイニシアティブと並行して、米国は日本政府と
在日米軍の態勢見直しの調整、太平洋の他の米軍再編と一番良い調整の仕方を協議した。そ
の後３年半以上かけて米国と日本政府は、米国務長官、米国防長官、外務大臣、防衛大臣で
構成される閣僚級の条約監視機関、日米安全保障協議委員会（ＳＣＣ）で継続的に協議を重
ねた。一連の協議は防衛政策見直しイニシアティブ（ＤＰＲＩ）として知られ、急速に変化
する世界の安全保障環境に合わせ、日米安保体制の在り方を進化させようとするものであっ
た。地球的米軍再編のなかで在日米軍の見直し協議の役割を担ったＤＰＲＩでは、在日米軍
態勢と日米同盟を取り巻く西太平洋地域での軍事能力の変化に特に注目しながら、戦略・作
戦上のレベルでの同盟関係変革に焦点を当てた。 
 
最終的に、これら一連の協議・交渉は、日米同盟変革と再編合意（ＡＴＡＲＡ）として実を
結ぶ。再編合意にいたる過程で、日米両政府は両国の防衛協力、日本の防衛と日本周辺の有
事の際の対応に関し次の基本的な考え方を確認した。 
（１） 両国の防衛協力は、日本の安全保障及び地域の平和と安定にとって不可欠である。 
（２） 日本防衛のため、そして日本周辺エリアで抑止力を行使し事態が起これば対応する

ため、米国は前方展開軍を維持し、必要な際は兵力を強化する。 
（３） 米国は、日本防衛のためにすべての必要な支援を行う。 
（４） 日本防衛のための日米の軍事活動と日本周辺事態への対応は、周辺事態が軍事攻撃

へ発展する脅威である時、あるいは日本に対する軍事攻撃が起こりうる可能性があ
る時の適切な対応と整合性がとれている。 
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（５） 米国の攻撃能力と米国による核の抑止力は、日本の防衛を確実にし、地域の平和と
安定に寄与するため、日本防衛能力と軍備に対し不可欠で補完的な役割を果たして
いる。 

 

２００６年５月１日、日米安保協議委員会（ＳＣC）で、両国は米軍再編イニシアティブ
である「再編実施のための日米のロードマップ」を締結し、同盟協力は新しい段階に入った。

ロードマップでは、様々な再編の詳細が述べられている。日米安全保障条約及び以後締結
された日米合意は、米軍がアジア・太平洋地域の紛争地域に迅速に対処するよう義務づけて
いる。この責務と矛盾しない形で、再編合意とロードマップのイニシアティブでは、8000 人の海
兵隊員とその家族 9000 人を沖縄からグアムへ 2014 年までに移転させるよう求めている。こ
れらの海兵隊をグアムへ移転させることは、太平洋上の米国領土で最前方の配備地へ海兵隊
を置くことである。グアムは海兵隊のプレゼンスを支援できる能力があり、沖縄と比較しても、
活動の自由を最大限得られ、配備にかかる時間の増加を最小限に押さえることができる。 
 

米軍再編合意とロードマップでは、日本政府は費用分担の枠組みに合意し、海兵隊の沖縄
からグアムへの移転に伴う施設建設費として最大 60 億 9000 万ドルを負担することになって
いる。この費用分担の合意は、日本の防衛と安全保障に対する米国の責務を、（沖縄から移
る）グアムの海兵隊が将来も支え続けるということに他ならない。国際的な約束としての財政
支援、米軍再配置は、2009 年 2 月 17 日の「第 3 海兵機動展開部隊の要因及びその家族の
沖縄からグアムへの移転の実施に関する日本政府とアメリカ合衆国政府との間の協定」（グ
アム国際協定）という合意文書にまとめられ、米国務長官と日本国外務大臣によって署名さ
れた。この協定は、同年 3 月 13 日、日本の国会で承認され、それぞれの法的手続きに沿っ
て米国の連邦議会に送達された。 
 
テニアンでの訓練 
 
移転してくる海兵隊の訓練すべてをグアムでは行えない。テニアンはグアムから 100 マイ
ル（160 キロメートル）離れており、広い土地が使えるため 200 人規模かそれ以上の海兵
隊訓練には最適な場所である。確実なアクセスと兵器や装備を使った現実的な訓練の機会を
最大限提供できるとともに、訓練地への移動時間によるロスを最小限にすることができる。
テニアンの北部、３分の２の土地は米国防総省が借りている。中隊及び大隊レベルの非実弾
射撃訓練地はすでに存在し使用されている。これらの訓練地は、実弾射撃レンジとして整備
できる可能性がある。 
 
グアムでの海軍一時配備航空母艦能力の展開 
 
２００６年のＱＤＲは、太平洋地域での米国の関与、プレゼンス、抑止力、現在の米艦船の
補完、寄港、日本の原子力空母の母港化を支援するため、同地域で航空母艦のさらなる展開
の必要性を米軍再編戦略と位置づけている。寄港とは、短期間の整備のための限られた港の
使用である。それに対し、一時配備寄港とはＱＤＲ戦略に沿って、艦船整備や乗組員の生活
の質（クオリティオブライフ）を支援するためより長期に滞在する配備である。ＱＤＲと条
約及び同盟関係の要件に基づき、国防総省は太平洋地域で新しい一時配備空母を受け入れる
以下の要件を満たす場所を特定した。 
（１） 条約及び同盟関係要件 
（２） 紛争地域への展開にかかる時間 
（３） 活動の自由（テロ攻撃を抑止／回避するため軍隊保護措置の実施等を含む、規制が

かからない基地使用） 
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２００６年ＱＤＲの考え方は、予測不可能な状況下のどこにでも即応でき柔軟性が発揮でき
る場所に軍隊を配置するよう努力すべきだ、というものである。グアムで空母の一時配備能
力を確保するとういう計画は、これらの要件をすべて満たしている。 
 
（ＥＳ－６ページ） 

ＥＳ－１表 グアム軍関係者数の変化 
*空母とＣＳＧの人員として最大 7,222 人が、年に６３日以内（１回に２１日かそれ以下）
一時配備される計画。海兵隊の艦船はアプラ港に停泊し、最大で 6,213 人の増加が見込ま
れている。この２つの配備は同時には起こらず、今回の評価では多い方の人員 7,222 人を
採用した。 
（ＥＳ－７ページ） 

ＥＳ－２表 グアム島以外からの人口増加（間接、直接、誘発的） 
 
 
 
 
 

軍 常駐の軍人 扶養家族 一時配備 
軍人 

国防省民間労働人口
(グアム島外から） 

軍毎の小計 

海兵隊 8.552 9,000 2,000 1,710 21,262 

海軍 0 0 7,222* 0 7,222 

陸軍 630 950 0 126 1.706 

タイプ別小計 9,182 9,950 9,222* 1,836 総計 30,190 

 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 
国防総省関係 

海兵隊現役 510 1,570 1,570 1,,570 10,552 10,552 10,552 10,552 10,552 10,552 10,552 

海兵隊家族 537 1,231 1,231 1,231 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 

海軍現役 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

海軍家族 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

陸軍現役 0 50 50 50 50 630 630 630 630 630 630 

陸軍家族 0 0 0 0 0 950 950 950 950 950 950 

DOD 民間
雇用 

102 244 244 244 1,720 1,836 1,836 1,836 1,836 1,836 1,836 

同家族 97 232 232 232 1,634 1,745 1,745 1,745 1,745 1,745 1,745 

島外建設作
業員 

3,238 8,202 14,217 17,834 18,374 12,140 3,785 0 0 0 0 

同家族 1,162 2,583 3,800 3,964 4,721 2,832 1,047 0 0 0 0 

 小 計 5,646 14,112 21,344 25,125 46,052 39,685 29,545 24,713 24,713 24,713 24,713 

間接的及び誘発的人口 

間接/誘発的
事業島外雇
用者 

2,766 7,038 11,773 14,077 16,988 12,940 6.346 4,346 4,346 4,482 4,482 

  〃家族 2,627 6,685 11,184 13,373 16,138 12,293 6,028 4,372 4,,372 4,413 4,413 

小 計 5,393 13,723 22,957 27,450 33.126 25,233 12,374 8,718 8,718 8,895 8,895 

  合 計 11,038 27,835 44,301 52,575 79,178 64,918 41,919 33,431 33,431 33,608 33,608 
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（ＥＳ―１６ページ） 
今後の訓練場開発 
沖縄からグアムへ移転する海兵隊を含むすべての海兵隊は、海兵空地機動軍(MAGTF)の

中枢能力を得る訓練を行わなければならない。この訓練により、前方配備の海兵隊は、中枢
能力である作戦上の即応能力を培い、戦闘司令官に割り当てられた作戦上の役割を果たすこ
とになる。この訓練のレベルは、大規模な戦闘活動の準備として共通指揮部隊の下、地上、
航空、兵站の要素が統合されたものであり、グアムやテニアンのレンジで行われている個々
の実弾射撃適格検査や資格更新のための訓練を越えるものである。現在グアムやテニアンで
計画されている訓練場は、沖縄にある個人の技能や能力を高める訓練施設の模倣であり、海
兵隊員としての中枢能力を維持するために必要なすべての集合的、集団的、実弾訓練や戦闘
機動訓練を行う施設ではない。現在、日本本土、他の友好国、米国まで移動しこれら中枢能
力を養うために必要な訓練を行っている沖縄の海兵隊のように、沖縄からグアムへ移転する
海兵隊もこの必要な訓練ができる場所で訓練を行わなければならない。 
 
海兵隊は最終的には、訓練のための移動時間を削減し、作戦上活動が停止する状況を減ら

したいと望んでいる。西太平洋地域で現存の訓練場所の再評価や、中枢能力訓練を行う新し
い高度な統合訓練施設が求められている。西太平洋地域での訓練場所の問題と他の軍隊の訓
練の必要性の一部として、国防総省は２０１０年ＱＤＲにおいて西太平洋地域のすべての訓
練要件を評価している。この作業の一部として、ＱＤＲでは特に北マリアナ諸島で、兵器、
実弾射撃、大規模機動訓練が一体となった、海兵隊の高度な訓練施設の必要性について評価
することになっている。 
 
２０１０年ＱＤＲでは、戦域内での海兵隊訓練の必要性や、訓練のための移動時間を制限

することにより活動への支障を最小限に抑えた即応の実戦配備部隊を戦闘司令官に提供す
ることを勧告する見通しである。これらの勧告が結果として国家環境政策法または大統領命
令１２１１４が求める環境影響評価が必要な計画になる場合は、国防総省は計画の実施前の
環境評価を行うであろう。これらの計画及び関連の環境影響評価は、現在進行中の沖縄から
グアムへの海兵隊移転計画とは別の計画として扱われ、移転計画とは独立したユーティリテ
ィを持つことになる。更に、ＱＤＲの検討プロセスにより出された活動計画は、沖縄からグ
アムへの海兵隊移転計画との結びつきはない。 
 
海兵隊移転－テニアンでの訓練（第３巻） 
 
テニアンで計画されている訓練活動は、移転してくる海兵隊の個人から中隊レベルの維持訓
練である。維持訓練とは、海兵隊の戦闘即応能力を維持する訓練である。テニアンで行われ
る訓練は、グアムを拠点として駐留する海兵隊の戦闘即応能力を維持するために不可欠であ
る。テニアンで計画されている訓練施設は、グアムでは得られない訓練能力を提供し、大隊
部隊上陸や大規模機動訓練などの戦術的シナリオ訓練を可能にする。 
 
グアムとテニアンは北マリアナ諸島でも、軍事目的に限った使用が可能な国防総省の土地

を有する島であることから、テニアンは最大限利用できると考えられていた。国防総省は、
北マリアナ諸島から軍事エリア（ＭＬＡ）の土地を貸借しており、テニアンでは北部の
15,353 エーカー（6,213 ヘクタール）の土地が軍事エリア（ＭＬＡ）である。テニアンの
ＭＬＡの２区画で現在訓練が行われている。排他的軍事使用エ
リア（ＥＭＵＡ）は北部の 7,574 エーカー（3,065 ヘクタール）
で、賃貸借契約付き売却エリア（ＬＢＡ）はテニアン中部の
7,779 エーカー（3,848 ヘクタール）である。中隊及び大隊規
模の実弾を使用しない射撃訓練施設はすでにこれらのエリア
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に存在する。訓練要件の分析は、ＥＳ-３図に示した。ＥＳ－３ａは、テニアンでの海兵隊
訓練の計画とそのほかの選択肢である。 

 
第１巻 計画案とその他の選択肢 
 
第１章 目的と活動の必要性 
（１－１１ページ） 
１．２．５ マリアナ諸島の複合訓練施設（ＭＩＲＣ） 
（略） 
別の計画として、マリアナ諸島の複合訓練施設（ＭＩＲＣ）の整備（グレードアップ）と改
修工事について、別の環境影響評価／海外環境影響評価（ＥＩＳ／ＯＥＩＳ）で分析がなさ
れた。グアムと北マリアナ諸島軍事移転に関するＥＩＳ／ＯＥＩＳは、マリアナ複合訓練施
設で行う訓練について２０１５年まで、現在の訓練あるいは訓練の基本的状況を前提に環境
影響評価を行った。 
 
マリアナ複合訓練施設の拡大は１．１－２の図に示している。外洋と海岸エリアの 501,873
平方海里（1,721,376 平方キロメートル）に及んでいる。マリアナ複合訓練施設は、主に次
の３つのエリアで構成されている。 
（１） 海洋表面と水面下エリア 
（２） 特別使用空域（ＳＵＡ） 
（３） 陸上訓練エリア 
（中略） 
海兵隊はマリアナ諸島で常駐基地を持たないが、一時駐留という形でマリアナ複合訓練施設
を使用している。以下に海兵隊が現在どのようにマリアナ複合訓練施設を使用しているか述
べる。今後在沖海兵隊のグアム移転で施設使用回数が増え、使用度合いが強化されることに
なるだろう。 
（中略） 
移転してくる海兵隊を支援する訓練案のコンテクスト（背景）を理解するためには、現在の
訓練インフラと訓練状況を把握することが必要である。 
（中略） 
 
グアム。訓練は島内の様々な施設で行われている。 
 
＊攻撃支援：攻撃支援は、戦闘地域への、あるいは戦闘地域内での兵士、物資、装備の空輸
を必要とする活動である。海兵隊が提供するヘリコプターの攻撃支援は、指揮及び管理、兵
士輸送／後方支援、偵察、捜索及び救助、医療措置のための避難、偵察チーム投入／撤退、
そしてヘリコプターの調整と管理機能である。（中略）攻撃支援には、戦術、戦略、実戦上
の３つのレベルがある。ポラリスポイント飛行場、オロテポイント飛行場、海軍・空軍バリ
ガダ、海軍通信基地、ＮＭＳ海軍基地、アンダーセン空軍基地南、ノースウエストフィール
ド、アンダーセン主要宿営地、海軍主要基地これらすべての基地が、攻撃支援訓練の場所と
なる。これら臨時の訓練場所から、海兵遠征部隊（ＭＥU）司令官は、マリアナ複合訓練施
設で行っている攻撃訓練に攻撃支援のヘリを派遣する。 
（中略） 
 
テニアン。 
テニアンには２つの飛行場（ノースフィールド、ウエストフィールド）がある。ノースフィ
ールドは第２次世界大戦中に建設された広大な飛行場跡で、今でも緊急時着陸やＣ－１３０
航空機の短距離離着陸、ヘリコプターの運用が可能である。（中略）テニアンはＭＥＵの地
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上訓練、航空訓練、非戦闘員の避難訓練、飛行場占領訓練、遠征飛行場訓練、そして特殊戦
闘活動などの航空機を使用した訓練が可能である。 
 
（１－１４ページ） 
１．２．５．２ 本環境影響評価で考慮されている訓練活動 
（中略） 
グアム及び北マリアナ諸島軍事移転に関する環境影響評価／海外環境影響評価は、マリアナ
複合訓練施設環境影響評価の推奨計画として２０１５年まで現在の状況が継続するという
前提、海兵隊移転前の活動をベースにして分析されている。そのうえで、本環境影響評価は、
マリアナ複合訓練施設の環境影響評価が作成されている時点では予想していなかった追加
的、想定的な訓練要件と提案変更について第２巻、第３巻で分析している。 
 
（１－１６ページ） 
１． ４ 世界的背景 
（中略） 
米国は長年にわたる国際的相互防衛条約を７つ締結しており、そのうち５つの次の条約を西
太平洋地域で結んでいる。 
＊米国―フィリピン（１９５２年） 
＊ＡＮＺＵＳ（オーストラリア、ニュージーランド、米国、１９５２年） 
＊米国―韓国（１９５４年） 
＊東南アジア集団的防衛条約（米国、フランス、オーストラリア、ニュージーランド、タイ、
フィリピン、１９５５年） 
＊米国―日本 
例えば、１９６０年に締結された相互協力及び安全保障条約と呼ばれる日米条約は、国際的
協力と将来の経済的協力の発展を総則としている。（中略）この総則は、軍事力を自衛のみ
に制限する日本国憲法と整合性が取れるよう、慎重に作成されたものである。 
 
（１－１７ページ） 
１．４．１ 変化する世界的安全環境 
総合的地球規模のプレゼンスと基地設置戦略（ＩＧＰＢＳ）と 4 年ごとの基地見直し（Ｑ
ＤＲ） 
（中略） 
（１－１８ページ） 
１．４．２ 海兵隊 
（中略） 
１．４．２．１ 条約と同盟の要件 
在沖海兵隊の約半数をグアムへ移転させるという計画は、条約や国際防衛協力、そしてフィ
リピン、オーストラリア、ニュージーランド、韓国、日本、タイといった西太平洋地域の米
国の同盟国と日本との同盟関係の要件を満たしたものでなければならない。 
（中略） 
 
防衛政策見直しイニシアティブ（ＤＰＲＩ） 
（中略） 
日米両政府は、前方展開米軍の抑止効果と米軍プレゼンスによる負担の軽減という沖縄県民
の強い要望とのバランスを考慮しながら交渉し、これら目的を達成するための相互につなが
りを持ち実現可能な措置と適切な財源措置を講じた。その中には、海兵隊普天間飛行場の海
兵航空能力を新施設へ移転すること、在沖海兵隊とその家族のグアム移転、沖縄に残る海兵
隊の統合及び基地返還を含んでいる。 
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（中略） 
 
 
１．４．２．２ 対処（配備）時間 
（中略） 
太平洋で米軍移転先の候補地として検討されたのは、米国領土ではハワイ、アラスカ、カリ
フォルニア、そしてグアムである。海外では米国の同盟国で常駐基地設置の有利な条件もあ
り戦略的軍事展開の好適地ということから韓国、フィリピン、シンガポール、タイ、オース
トラリアが候補にあがった。 
（中略） 
 
 
１． ４－１表は、ハワイ、アラスカ、カリフォルニア、グアムから沖縄、台湾まで空、海

ルートを使った場合の対処（配備）時間である。表が示しているように、グアムの前
方配備軍は、ハワイ、アラスカ、カリフォルニアに比べ、太平洋の場所へ配備される
時間がかなり短い。 

１．４－１表 東南アジアへの空・海路の対処（配備）時間 
 
 
１． ４－２表は、フィリピン、韓国、タイ、オーストラリアから沖縄、台湾まで空路、海

路を使用した場合の対処（配備）時間である。表が示しているように、フィリピン、
オーストラリア、タイに比べ、韓国の前方配備軍が最短時間で沖縄、台湾へ到着する。
米国領土の候補地と比較すると、グアムからの配備時間は韓国などのアジア諸国から
の配備時間と大差ない。韓国の前方配備軍が最短配備時間ではあるが、朝鮮半島の安
定という任務を担っており、歴史的にも即応可能な軍隊を韓国から派遣したというこ
ともない。しかも、日本との防衛政策見直し協議が進行していた時には、韓国でも米
軍プレゼンスの削減を交渉していた。 

 

１． ４－２表 西太平洋地域内で沖縄、台湾までの空・海路の対処（配備）時間 
 
 

 ハワイ アラスカ カリフォルニア グアム 

空輸による配備 

沖縄 ９時間 ８．５時間 １２．６時間 ２．５時間 

台湾 ９．７時間 ９時間 １３時間 ３．３時間 

海上輸送による配備 

沖縄 ８．５日 該当なし １５日 ３．８日 

台湾 ９．６日 該当なし １６日 ５日 

 フィリピン 韓国 タイ オーストラリア 

空輸による配備 

沖縄 １．９時間 １．７時間 ３．６時間 ５．８時間 

台湾 １．６時間 ２．０時間 ２．７時間 ５．８時間 

海上輸送による配備 

沖縄 １．８日 １．６日 ３．４日 ５．５日 

台湾 １．１日 １．９日 ２．５日 ５．４日 
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（１－２３ページ） 
１．４．２．４ 海兵隊移転計画の世界的背景 
 
（中略） 

１．４－３表 移転候補地分析の概要 
 
 
１．４．２．５ 北マリアナ諸島での海兵隊基地設置と訓練の可能性 
 
スコーピングミーティングの間、寄せられた意見に基づき、北マリアナ諸島での海兵隊の基
地設置の可能性が検討された。（中略）テニアンの基地設置を支援するインフラには限界が
あり、水深のある港も無い。テニアンは訓練地として引き続き注目されているものの、基地
設置の候補地としては除かれた。 
（中略） 
国防総省は、グアムに多くの施設を有しており、グアム島の２９％にあたる 40,000 エーカ
ー（16,187 ヘクタール）の土地を所有している。米軍はアンダーセン空軍基地に航空機動
軍団を配備し、世界的な機動能力を維持している。この能力は、移転してくる海兵隊やその
他の軍の前方展開を支援するものでもある。アンダーセン空軍基地の滑走路は、すべての戦
略的輸送、戦略的爆撃／攻撃航空機を含む戦術・戦略航空機の運用が可能である。同様に、
グアム海軍基地も海兵隊及びその他の軍を搭載し艦船輸送で展開できる能力を備えている。
医療及び生活支援（クオリティオブライフ）施設もグアムで確保できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

判断基準(Criteria) 候補地 

同盟及び条約上の要件 対処（配備）時間 活動の自由 

沖縄（現在）  ＋ － 

ハワイ － － ＋ 

西海岸（アラスカ等） － － ＋ 

マリアナ（グアム） ＋ ＋ ＋ 

フィリピン － ＋ － 

タイ － ＋ － 

オーストラリア － ＋ － 

シンガポール － ＋ － 

韓国 － ＋ － 
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（２－１ページ） 

第２章 軍事活動計画案とその他の選択肢 
 
2.1.1 活動案概要：グアムの海兵隊基地設置 
 活動計画案は、グアムに海兵隊作戦基地を設置するためのすべての必要な施設、訓練施設
の建設及び当該施設の運用から成る。約８，６００人の海兵隊員とその家族が沖縄からグア
ムへ移転する。約８，６００人の海兵隊とは、移転部隊の隊員とその軍事任務のために必要
な基地支援の隊員を含む。 
以下の４つの軍事要素の移転が予定されている。 
 
第３海兵遠征軍（MEF）の司令部要素。第３海兵遠征軍は、海兵隊の前方展開部隊であ

る海兵空陸機動部隊（MAGTF）である。迅速に展開し人道的支援、災害救援から、水陸両
用強襲及び高強度戦闘まで対処できる能力を備えている。MAGTF の司令部要素は主に司
令部及び支援組織である。配置（コロケーション）と通信の連結性は施設設置の主要な要件。
予定隊員数：３０４６人。 

 
第３海兵師団部隊の地上戦闘要素（GCE）。GCE は、敵の居場所を突き止め、射撃、機

動作戦、接戦で敵を破壊する任務を与えられている。歩兵、装甲車両、迫撃砲，偵察、対戦
車等の戦闘装備を提供する。師団司令部と傘下の組織から成る。地上戦闘及び戦闘支援組織
は、射撃場や訓練地、伝統的な基地支援施設の近くに配置されることが求められる。予定隊
員数：１１００人。 

 
第１海兵航空団と付随部隊の航空戦闘要素（ACE）。ACE は、海上及び陸地にある様々

な施設から海兵空陸機動部隊（MAGTF）の支援任務にあたる。強襲上陸やその後の作戦支
援が重要な任務である。ACE は、海兵航空団司令部、遠征及び駐留部隊の支援組織から成
る。飛行中隊とは違い、航空司令部や一般的な支援機能は飛行場や上位司令部の近くに置く
ことができるものの、必ずしも飛行場に配置する必要はない。予定隊員数：１８５６人。 

 
第３海兵兵站グループ（MLG）の兵站戦闘要素（LCE）。地上戦闘部隊や航空戦闘部隊

の能力を超えたすべての支援機能を提供する。機能は、通信、工兵、車両運搬、医療物資、
整備、空輸、そして上陸支援である。LCE は、第３海兵兵站グループ司令部と支援組織か
ら成り、MEF の残りの部隊に様々な直接的兵站支援を提供する。司令部機能は軍司令部や
他の司令部の近くに設置する。LCE の間接的及び産業的支援施設は、支援活動がおこなわ
れる場所の近くに配置され、道路、港、飛行場への効率的なアクセスを確保し、最大限効率
的な運用をはかる。予定隊員数は２５５０人。 
 
以下の部隊と大まかな隊員数が、大規模な一時配備の部隊として予定されている。 
● 歩兵大隊（８００人）  ● 迫撃砲兵隊（１５０人） 
● 航空部隊（２５０人）  ● その他（８００人） 

 
（２－２ページ３１行目） 
以下は４つの施設機能である。 
１． 海兵隊宿営地機能 
２． 訓練機能 
３． 飛行場機能。提案されている海兵隊移設計画では、航空部隊と航空支援部隊を含み、

そのための滑走路、格納庫、整備、物資、そして管理施設が必要である。現在のアン
ダーセン空軍基地で行っている運用と同程度で共存可能な航空搭載運用が必要とされ
る。航空搭載とは、荷物の積み下ろしや乗客の乗り降りを意味し、民間航空のターミ
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ナルと同様な機能である。 
４． 沿岸機能 
 
（２－５ページ） 
以下は、合理的な他の選択肢のない計画である。 

●航空訓練は、現存の訓練エリアの使用可能な場所で行われる。航空訓練は、アンダーセン
空軍基地、ノースウエストフィールド（NWF）、オロトポイント飛行場の舗装された滑走路
で行われる。空対空、空対地訓練などの特別な訓練は、北マリアナ諸島及び国際空域の現存
の飛行訓練エリアで行われる。改修工事を必要としない垂直昇降ゾーンはアンダーセンサウ
スや NMS（海軍基地）で確保する。 
 
（２－５０ページ） 
2.3.1.5  航空訓練 

グアムへ移転してくる海兵隊に付随する航空訓練の種類と施設要件は２．３－２表で示
している。グアムでの海兵隊航空訓練の要件は、２．３－３表の航空機と乗員数を基に評価
している。現在の計画では、計２５機の航空機と５０人の乗員がグアムを本拠地とする
(based)ことになる。 

２．３－３ 計画案で投入される航空機と乗員 
（２－６８ページ） 
2.4.1.1 航空戦闘要素（ACE）ベッドダウン（訓練施設以外の施設） 
ACE ベッドダウンは、常駐または一時配備の海兵隊航空機を支援するため作戦、整備、管
理施設が必要とされる。 
（２－７１ページ） 
２．４－２表は予想される航空機投入である。 

２．４－２ 航空機投入計画 

              
 
 
（２－７８ページ） 
２．５ 計画案：沿岸部機能 
２．５．１ 要件 

航空機の種類と機体数 乗員数 航続距離（ｎｍ） 航続時間 

ＭＶ－２２（１２機） ２４ ８７９ ４時間 

ＵＨ－１（３機） ６ ２２５ 約２時間 

ＡＨ－１（６機） １２ ３５０ ３時間 

ＣＨ－５３Ｅ（４機） ８ ３６０ ３時間（通常燃料タンク） 

要素 機体数 種類 

常駐機：回転翼機（ヘリコプター） １２ ＭＶ－２２（強襲輸送）（ＰＣＳ） 

１２ ＭＶ－２２（輸送）（オスプレイ） 

３ ＵＨ－１（多目的）（ヒューイ） 

６ ＡＨ－１（攻撃）（コブラ） 

 
一時配備：回転翼機 

４ ＣＨ－５３Ｅ 

２ ＫＣ－１３０ 

２４ Ｆ／Ａ１８ 

 
固定翼機（飛行機） 

４－６ Ｆ－４（同盟国軍） 
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２．５．１．１ 概要 
グアムへの海兵隊移転の結果、太平洋戦域での有事、人道活動及び訓練のため、グアムに

駐留する海兵隊及び通過水陸両用部隊の水陸輸送を支援するため、搭載活動が頻繁に行われ
ることになる。海軍水陸両用機動部隊と海兵遠征部隊（ＭＥＵ）は、伝統的にグアムへ寄港
したり、グアムへ訓練に訪れる一時配備の部隊である。配備回数は作戦上の任務次第である。
しかし、訓練のために一時配備される回数は、年に約２回ほどである。計画では、一時寄港
回数は増加する見通しで、水陸両用機動部隊のグアム一時配備は作戦上の要件によるものの、
海兵隊のグアム移転により年に２回から４回ほど増加する予定である。水陸両用部隊の構成
は、任務により異なる。典型的な形としては、水陸両用作戦を支援するため水陸両用車、装
備、隊員を輸送する３隻の艦船と、それを護衛する水上戦闘艦が４隻で構成される。さらに、
海軍の対潜水艦及び攻撃部隊の水上、水面下装備が付随する場合もある。一時配備のＭＥＵ
と関連していない海兵隊と物資の、グアム、テニアン間の輸送は主に空輸で行われる予定で
ある。 
 計画案では、グアムを訪れるＭＥＵの訓練は年に少なくとも２回増加（年に計４回）し、
１回の訓練は３週間行われる。マリアナ諸島での訓練計画や任務要件次第では、ＭＥＵは沖
縄あるいはカリフォルニアからグアムへ配備され、テニアンへ行くか、あるいは戦術的艦船
で直接テニアンへ入り機動訓練を行う選択肢もある。グアムでの訓練のため、航空機はアン
ダーセン空軍基地のノースランプで駐機し、水陸両用艦船の隊員と水陸両用艇はアプラ港で
降ろされる。兵隊と装備はグアムの訓練／機動訓練エリアで野営する。護衛戦闘艦は、水陸
機動部隊に同行する場合もあるし同行しない場合もある。 

 

Table 2. 5-1 水陸両用機動部隊艦船と水陸両用車及びボート 

艦船 台数 常駐/一時配備 
埠 頭 の 長 さ / 要 件
(ft) 

Draft(ft) 

水陸両用車輸送艦     

強襲揚陸艦 LHD 1 一時配備 Visiting 1,044 28 

揚陸艦 LSD 1 一時配備 Visiting 710 20 

輸送揚陸艦 LPD 1 一時配備 Visiting 669 23 

水陸両用車       
エアクッション揚陸艇
LCAC 

4 
一時配備 Visiting    

(艦船輸送) 
該当なし 2.8t 

汎用揚陸艇 LCU 4 
一時配備 Visiting    

(艦船輸送) 
該当なし 7(fully loaded) 

水陸両用強襲車 AVV 不定 
一時配備 Visiting    

(艦船輸送) 
該当なし 6 

AAV 14 常駐 該当なし 6 

偵察用ボート       

RHIB/CRRC 2/8 常駐 該当なし 名目 

護衛戦闘艦         
 2 一時配備 Visiting 1,355 34 
Guided Missile 
Destroyer(DDG) 

2 一時配備 Visiting 1,210 33 

Legend: CRRC = combat rubber raiding craft;  LCU = Landing craft utility;  RHIB = rigid hull inflatable boat. 
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７．普天間基地の移設問題が他の多くの在沖米軍基地と切り離されて論じられている
中、ワシントンのシンクタンクから注目される論文が発表されている 

 

「再び注目の集まる日米同盟：普天間問題は単なる基地問題では済まない」 
マイク・望月（ジョージ・ワシントン大学教授）＆マイケル・オハンロン（ブルッキングス
外交政策部長及び上級研究員）2009 年 12 月 18 日（ワシントンタイムズ） 

 
世界の２大経済大国で有数の軍事力を誇る米国と日本が、日米同盟協議のなかで多くの時間をさいてい

るのが、沖縄本島の米国海兵隊普天間飛行場の行方についての交渉である。両国はこの問題に 15 年近くの
歳月を費やしている。この２大国が直面している他の大きな問題に比べれば、普天間問題は哀れなこだわ
りと呼ぶべきであろう。両国には、北朝鮮の核問題、中国の台頭、イスラム過激派による地球規模の問題、
イラク・アフガン戦争、そして軍事以外では世界的不況からの回復、地球温暖化問題など取り組む課題が
山積している。まさに今が、普天間問題を乗り越える時である。 
日本の新リーダー、鳩山由起夫首相は、解決したかに思われていたこの問題を再び交渉の場に引き戻した。 
 

これは鳩山首相が権限を行使する問題であり、米国にとっては複数の軍事的代替案があ
る。しかしどの一つをとってみても、慎重に決断されるべきであり、日本には、同盟や世界の安全に対し
新しく大胆な貢献の義務が課せられるだろう。 

 
２００６年、日米両政府は普天間飛行場を沖縄本島の人口が少ない北部に移設することに合意した。     

現在、普天間飛行場は宜野湾市の真ん中に位置し、騒音、墜落の危険性などの問題を派
生させ、地元経済発展の戦略上の障害となっている。 
 
昨年夏の選挙で、自由民主党が鳩山氏率いる民主党に敗北を喫した。現在、自民党政権が締結した合意

を継承するかどうか、鳩山首相は決めかねている。連立政権の中には、実質的なレベルで、小さい沖縄本
島に在日米軍兵士の半数以上を駐留させ、日米同盟の負担を過重に押しつけている、という認識がある。 
鳩山首相が現行案に乗り気でないことが、自民党はじめ同案を実現したい政府官僚、日本が合意事項を

受け入れれば、在沖海兵隊の半分を喜んでグアムへ移転させると表明している米国政府の対抗心を煽って
いる。 
普天間飛行場の沖縄県内移設案への支持者は、同基地の軍事的重要性を説く。また、現行案は利害のバ

ランスがとれており、日米両国に総じて利益となり、特に沖縄にとっては有益であるという。この問題を
約１０年以上も辛抱強く交渉し、引きずっているからである。 
 

我々は長年、普天間飛行場とはくらべものにならない嘉手納基地の軍事的重要性に着目
してきた。朝鮮、台湾海峡その他地域での紛争の際果たすであろう嘉手納基地の役割、
米国の世界的軍事基地ネットワークの拠点としての同基地の役割を鑑みてのものだ。 
 

よって、嘉手納基地への地元の政治的支援を維持することが、普天間飛行場を維持する
ことやその代替施設を建設することよりも遙かに重要である。もし普天間問題に関して
沖縄の利益にさらに沿う必要があるとすれば、それは、総じて在沖米軍、特に嘉手納基
地のプレゼンスを支える広範な政治的健全さを強化するために支払う手頃な代償であ
る。 
 
世界の日本以外の場所、中東や朝鮮などで、同盟の大義のためにいつ米軍を動かすか、という現実的な

決断を下す時のように、米国は地元の意向をこの問題に組み込むことができる。 
 

沖縄の普天間以外の飛行場や、日本本土の飛行場への有事の際の米軍のアクセスが改善
されたとして、我々の見解は、米国は普天間飛行場やその代替施設がなくともやってい
けるということである。普天間飛行場の機能（残余の海兵隊のために、たぶん、沖縄や
他県の代替施設から運用される航空機の飛行回数とともに）すべてを失うことは、望ま
しい案ではないが、耐え得る案である。 
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しかし、１５０００人以上の海兵隊員を置いておくのに専用の飛行場がないというのは筋が通らない。も
し、米国が普天間飛行場とその代替施設を断念するならば、日本は現行案の海兵隊再編への財政支援以上
のことをやらなければならない。 
 
現在、日本政府は２０１４年までの在沖海兵隊半数のグアム移転を支援することに合意している。もし、
米国が平時の大規模な海兵隊飛行場を沖縄に確保できなければ、ほとんどの海兵隊兵士も一緒にグアムか
ハワイ、カリフォルニアに行かなければならない。そうするにはさらに費用がかかる。もちろん日本政府
がその費用の大半を支払うべきである。日本の軍事コストは国内総生産のわずか１％である。米国は４か
ら５パーセントを軍事にあてている上に、戦闘でさらに負担が増えている。 

 
有事における基地使用に関する日米合意が１９９６年と１９９７年に締結された。民間
飛行場や自衛隊航空基地の使用、これら飛行場への物資や装備の事前配備、また、海兵
隊地上戦闘装備を追加購入し海上事前集積艦に搭載させ日本の港を母港とすることが
合意された。この合意事項が、（海兵隊の）恒久的な飛行場を失うことのマイナス面を
和らげ、またさらにいえば、すべての海兵隊のプレゼンスの損失を緩和する手段として、
大いに役立つかもしれない。 
 
これらの軍事的代替案があるなかで、鳩山首相が、普天間飛行場あるいは代替施設が日米同盟
のために軍事的に不可欠であるとする防衛専門家や権力を握る人たちの圧力を物とも
しないのは正しい。しかし、在沖米軍基地による沖縄県民の負担に対する鳩山首相の憂
慮は、より大きい視点でとらえる必要がある。２００１年９月１１日米国が攻撃されたことを
きっかけに、米国率いる西欧諸国軍がアフガニスタンをはじめ地球規模で軍事作戦のために展開し、自国
兵士の命を危険にさらしているのに、日本はそのようなことはしていない。 

 
鳩山首相が、米国との対等関係を求め、同盟関係でも発言力を強めたいと主張するのは正しい。しかし、
それは世界の安全に日本がさらに貢献することを意味する。 

 
結論はこうである。鳩山首相は、主権国家のリーダーとして、日本が前政権で約束したこ
とを再考する権利がある。そして、すでにインド洋での米軍艦船への給油活動を停止し、代わりにア
フガニスタンでの幅広い支援活動を始めている。（鳩山政権の）アフガン政策は、今後日本が進む道を示唆
している。鳩山首相が、日米の担当者が苦心してこぎつけた米軍再編合意に背を向けるなら、その代わり
に、時機を失せず現実的で歴史的な、何か重要なことを成し遂げなければならない。 

 
米軍再編への財政支援どころか、スーダンやコンゴへかなりの数の平和維持軍兵士を派遣しなければなら
なくなるかもしれない。日本の自衛隊は自己防衛、あるいは民間人の防衛の為には武力行使が許されてい
る。日本人のなかには、そのような自衛隊派遣には憲法の改正が必要であるという人もいれば、現在の憲
法下でも可能だとする人もいる。この問題には、今後数ヶ月間で日本が適当な答えを出さないと行けなく
なるかもしれない。 
 
このような方法で本物の同盟関係を模索するなら、在沖米軍基地に対する考え方の違いによる沖縄の痛み
を軽減するだけでなく、それを超越して、２０年前にマイク・マンスフィールド駐日大使が日米同盟を世
界で最も重要な同盟と呼んだ関係を再活性化することになる。 

 
もしマンスフィールド大使の言葉が今でも真実なら、基地問題で争うことはせず、それを超えた 
視点を持ち、戦略と世界の深刻な問題を日米同盟の中核に据える必要がある。 
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８．ＮＨＫ沖縄放送局 2010年 3月 8日～12日放送 

「特集 米国海兵隊取材」における重要発言抜粋 

太平洋海兵隊司令部 ラッセル・スミス大佐 重要発言 

         ① 沖縄は発展を遂げ、いろいろなものが基地のフェンスに迫るよ

うになってきました。30年～40年前と比べ、人口が増え、経済

が発展し、環境問題に対する意識が高まったためアメリカ軍が

日本で行うことができる訓練は限定されるようになってしまい

ました。 

② 米軍が即応能力を維持するため日本本土や沖縄で行う必要が

ある訓練に影響がでています。 

③ グアムはアメリカと太平洋地域の多くの国々との安全保障上の協力活動のハブ(拠点)

となるでしょう。 

④ 他国を招き、沖縄の海兵隊と一緒に訓練することは困難です。なぜなら日本政府の意向

に配慮しなければならないからです。 

⑤ 日本政府はおそらく他国の軍隊が日本の領土に入るのを望まないでしょう。 

⑥ グアムはアメリカの領土のため各国の軍隊を招いて合同で訓練することも可能となる

でしょう。日本ではそれは困難でしょう。 

 

太平洋海兵隊司令部 ジョセフ・サンプソン氏 重要発言 

       ①  グアム移転は海兵隊のアイディアではありません。 

            しかし、海兵隊は真の価値をグアム移転に見いだしています。 

②  沖縄の方が好ましい場所ですが、グアムにも多くの価値が

あります。 

③  特に今後 50 年、100 年我々が駐留する場所として考えた

時にはそうなのです。 

④ 我々は今、北マリアナ諸島の中で船から海岸に上陸し、す 

ぐに実弾を使った射撃訓練に入れる場所を探しています。協力関係にある国々のほとんどは

同じ訓練を行いたいと考えています。この訓練が行える場所が太平洋地域にはあまりないか

らです。 

⑤ 各国がグアムに来れば、お互いの協力関係が進みますし、一緒に訓練すれば即応性が向

上します。自衛隊も訓練しなければなりませんね。グアムは我々が集まることのできる新し

い場所であり、将来必要となる可能性のある任務のためにより優れた訓練を行う機会を提供

してくれるでしょう。 
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